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地域の戦略を実効的に推進するためのイノベー

ション推進協議会設置数

活動実績

（当初見込
み）

地域
－

－

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

22年度
目標値

（　　年度）

地域イノベーション戦略支援プログラム採択地域
の中間評価または終了評価において、a以上の
評価を受けた地域の割合（評価はs、a、b、cの4
段階を想定）

成果実績 件 － － － 半数以上

％ － －達成度

20年度 21年度成果指標 単位

執行額

執行率（％）

18,832

0

0

18,832

補正予算

計

20,884

20,884

24年度要求22年度 23年度

予
算
の
状
況

当初予算

繰越し等

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

日本再生のための戦略に向けて（平成２３年８月閣議決定）
第４期科学技術基本計画（平成23年8月閣議決定）
新成長戦略（平成22年6月18日閣議決定）、等

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

産学連携など大学・研究機関における研究成果を地域の活性化につなげる取組を進める等の新成長戦略（平成22年6月18日閣
議決定）等を踏まえ、地域が主体的に実施するイノベーション創出のためのシステムの整備等を行う。

予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

産学官連携のための大学等の機能強化、地域における産学官共同研究、地域の大学間ネットワークの形成、先端的な融合領域
における研究開発拠点形成等を支援する。具体的には以下の取組等を実施する。
・地域イノベーション創出に向けた主体的かつ優れた構想に対して、関係府省の施策を総動員して支援するシステムを構築し、大
学等の地域貢献機能を強化するため、ソフト・ヒューマンに対する重点的な支援
・国際的な産学官連携活動や特色ある産学官連携活動の強化、産学官連携コーディネーター配置の支援により、大学等が産学官
連携活動を自立して実施できる環境の整備
・先端的な融合領域において、企業とのマッチングファンド方式により次世代を担う研究者・技術者の育成を図りつつ、研究開発を
行う拠点の形成を支援

実施方法 □直接実施　　　　　　　■業務委託等　　　　　　　■補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

産業連携・地域支援課長
池田貴城

会計区分 一般会計 施策名
Ⅶ-2.イノベーション創出に向けた産業連携の推進及び地
域科学技術の振興

事業開始・
終了(予定）年度

平成２３年度 担当課室 産業連携・地域支援課

事業番号 0029

　　　　　　　　　　　　　平成２３年行政事業レビューシート　　　　(文部科学省)
作成責任者事業名 地域科学技術振興に関する事業の推進 担当部局庁 科学技術・学術政策局

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果指標 単位

大学等と企業との共同研究件数
成果実績 件数

達成度 ％

目標値
（24年度）

－ － － 15,000

20年度 21年度 22年度

－ － －

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

先端的な融合領域の研究開発拠点の形成数

活動実績

（当初見込
み）

拠点

20年度 21年度 22年度 23年度活動見込

－ － － ―

(        －        )(        －        )(        －        ) (      12      )

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

産学官連携体制整備機関数

活動実績

（当初見込
み）

機関数

20年度 21年度 22年度 23年度活動見込

－ － － ―

(        －        )(        －        )(        －        ) (      48       )

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

産学官連携コーディネーター数

活動実績

（当初見込
み）

人数

20年度 21年度 22年度 23年度活動見込

－ － － ―

(        －        )(        －        )(        －        ) (      49       )

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果指標 単位

先端領域融合領域イノベーション創出拠点形成
プログラムの中間評価または終了評価におい
て、a以上の評価を受けた地域の割合（評価は
s、a、b、cの4段階を想定）

成果実績 件

達成度 ％

20年度 21年度 22年度
目標値

（　　年度）

－ － － 半数以上

－ － －



　補助金における事業終了年度到達に伴う減、委託費における企画競争導入等の
契約努力による減等

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

本事業は、平成21年度行政事業レビューの指摘を踏まえたものとなっており、執行面における課題もなく、事業の成果目標もたてら
れていることから、適切な事業と認められる。

○ 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか

- 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

予算監視・効率化チームの所見

現
状
通
り

点
検
結
果

平成21年度の事業仕分け第1弾及び平成21年度の行政事業レビューの指摘事項を踏まえ、平成２２年度を持って廃止の上、他事業と整理
統合し、継続課題については、廃止に向けた取組を着実に進めている。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

- 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

- 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項

18,832百万円

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳 地域産学官連携科学技

術振興事業費補助金
20,487百万円 18,507百万円

40百万円 -

費　目

計 20,884百万円

産学官連携支援事業委託費 268百万円 236百万円

地域科学技術振興事業委託費

23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

単位当たり
コスト

（146百万円／地域） 算出根拠
1,900百万円/地域イノベーション戦略支援事業において、採択された
イノベーション戦略推進地域への支援数（平成23年度新規採択１３地
域）

単位当たり
コスト

（37百万円／産学官連携体制整備機関） 算出根拠
1,754百万円／48機関（平成23年度大学等産学官連携自立化促進プ
ログラム（機能強化支援型）への支援機関数）

単位当たり
コスト

（11百万円／コーディネーター数） 算出根拠
542百万円／49機関（平成23年度大学等産学官連携自立化促進プロ
グラム（コーディネーター支援型）への支援機関数）

単位当たり
コスト

（652百万円／先端領域融合領域イノベーション
創出拠点数）

算出根拠
7,238百万円/12機関（平成23年先端融合領域イノベーション創出拠点
形成プログラムへの支援機関数※12地域のうち１地域は再審査対象
で単価が異なるため、当該機関分を除いて算出している）

非常勤職員手当 28百万円 28百万円

諸謝金 12百万円 9百万円

庁費 17百万円 17百万円

職員旅費 15百万円 14百万円

委員等旅費 17百万円 21百万円



【公募・補助】

○

【随意契約・委託】

Ｂ’　大学・研究機関（全17機関）

991百万円

（福岡県産業・科学技術振興財団のケース）

文部科学省

B　福岡県産業・科学技術振興財団

1,400百万円

地域における集積をさらに高め、世界にリードする先端的
市システムＬＳＩの開発拠点化を図ることで、世界レベルの
クラスターを形成

資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

文部科学省
２０，８８４百万円

B．継続事業
９，０５３百万円
財団法人等
（全２９機関）

A．産学連携支援委
託事業
５０百万円
民間企業、財団法人

地域イノベーション戦
略支援プログラム
１０，９９３百万円

E．先端融合領域イノ
ベーション創出拠点
形成プログラム
７，２３８百万円
大学、国立試験研究
機関等
（全１２機関）

大学等産学官連携
自立化促進プログラ
ム
２，２９６百万円

都道府県や政令指定
都市が指定する機関
（財団法人等）が大
学・研究機関と連携
し、地域イノベーション
の成果を着実に発展
させる。

C．新規事業
１，９００百万円
財団法人、大学等
（全４１機関）

G．機能強化支援型
１，７５４百万円
大学等
（全４８機関）

大学等において、
国際的、特色ある
産学官連携活動を
強化するため、知
的財産の創造・保
護・活用を図る環境
の整備を実施。

H．コーディネーター
支援型
５４２百万円
大学等
（全４９機関）

F．産学官連携支援
事業
２１８百万円
民間団体等

D．地域科学技術振興
事業委託事業
４０百万円
民間団体等

地域イノベーション創
出に向けた主体的か
つ優れた構想に対し
て、関係府省の施策
を総動員するシステ
ムを構築し、当省で
は、大学等の地域貢
献機能強化するた
め、ソフト・ヒューマン
に対する重点的な支
援を行う。

大学等における優れ
た研究成果の社会還
元の促進に向けて、
専門人材（産学官連
携コーディネーター）
の活動及び育成の支
援を実施。

産学連携など大学・研究機関における研究成果を地域の活性化につなげる取組を進める
等の政府の方針を踏まえ、地域が主体的に実施するイノベーション創出のためのシステム
を整備する。

を含む

国との委託契約によ
り、産学官連携施策
の企画・立案に資す
る調査・情報収集等
を実施する。

長期的な観点からイ
ノベーションの創出
のために特に重要と
考えられる先端的な
融合領域において、
産学官の協働によ
り、次世代を担う研
究者等の育成を図り
つつ、将来的な実用
化を見据えた基礎的
段階からの研究開発
を行う拠点を形成す
る。

課題管理等業務支
援

地域科学技術振興に
係る広報・評価

【委託・企画競争】

【委託・企画競争】 【補助 【補助 金】

【委託・企画競争】

非常勤職員手当　２８百万円
庁費　　　　　　　　１７百万円
諸謝金　　　　　　　１２百万円
職員旅費　　　　　１５百万円
委員等旅費　　　　１７百万円

　　　　　　　　　計　８９百万円



外国人招へ
い旅費

その他

外国人講師等の招へい

消耗品費、会議開催費等

3

2

印刷製本費等 10

外国企業調査 4

105計 140 計

その他
諸謝金、会議開催費、借損料、雑
役務費等

26 外国旅費

旅費 研究打合せ等旅費 10 運営費

国際知財関連調査費 35

80 人件費

消耗品費 事務用机、椅子、キャビネット等 24 雑役務費

使　途
金 額

(百万円）

326

業務担当職員 51

計

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目

218

Ｃ　（財）科学技術交流財団（愛知県） G　学校法人慶應義塾　慶應義塾大学

使　途
金 額

(百万円）

58

218委託費 課題管理等業務支援

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目

Ｂ’　国立大学法人九州工業大学 F　独立行政法人科学技術振興機構

計

その他

690

14

72

計

22

環境改善費

雑役務費 53

旅費
国内旅費、外国旅費、外国人等招
へい旅費

37 旅費 22

消耗品費

実験用動物飼育管理費

74

諸謝金、会議開催費等

252

使　途
金　額

(百万円）
研究開発
委託費

システムＬＳＩに関する研究開発委託

B　（財）福岡県産業・科学技術振興財団 E　国立大学法人北海道大学

借損料

雑役務費

国内旅費、外国旅費、外国人等招へい旅
費

研究装置リース料

研究用装置購入 83

172

11

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる

ように記載）

Ａ　民間団体等

人件費

人件費 コーディネーター人件費等

計

その他
諸謝金、会議開催費、借損料、消
費税相当額等

旅費
国内旅費、外国旅費、外国人等招
へい旅費

51

一般管理費 一般管理費 30

消耗品費 研究用消耗品

19 借損料

1400

その他
消耗品費、旅費、諸謝金、会議開
催費、運営費

29

事務局賃貸料、システムリース料
等

人件費 補助者 102

雑役務費 学会参加費等

経費管理担当職員経費等

業務担当職員、補助者

研究進捗及び事業化促進に係る
指導補助、ＥＤＡツール保守等

83

人件費

研究用消耗品

研究担当職員、補助者241

991 設備備品費

計 50 計

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

40

地域科学技術振興施策に関する広報・評
価事業

40委託費 イノベーションに係る成果の国民への発信等 50 委託費

D　民間団体等

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目



計 計

使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

費　目

計 0 計

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

計 計

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目

計 12 計

業務実施費 国内旅費、諸謝金、雑役務費等 3

コーディネーター人件費 9

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる

ように記載）

H　国立大学法人神戸大学

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費


	ブランク

